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資 金 収 支 計 算 書
令和６年 ４月 １日から

令和７年 ３月３１日まで

(単位 円)

収 入 の 部

科              目 予 算 額 決 算 額 差       異

授    業    料  収 入 91,710,000 91,710,000 0 

入    学    金  収 入 8,200,000 8,200,000 0 

補 習 料  収 入 592,260 592,260 0 

施設 設備 資金  収 入 14,850,000 14,850,000 0 

教    材    料  収 入 4,500,000 4,446,672 53,328 

海 外 研 修 料  収 入 13,200,000 13,151,048 48,952 

入 学 検 定 料  収 入 1,400,000 1,420,000  △ 20,000 

証 明 手 数 料  収 入 68,000 68,604  △ 604 

その他の手数料  収 入 111,000 111,648  △ 648 

県  補  助  金  収 入 1,891,333 1,891,333 0 

補  助  活  動  収 入 7,488,000 7,488,254  △ 254 

収  益  事  業  収 入 10,000,000 10,000,000 0 

その他の受取利息・配当金収入 12,000 12,487  △ 487 

施設設備利用料  収 入 4,140,000 4,149,126  △ 9,126 

行 事 費 収 入 2,640,000 2,639,500 500 

そ の 他 の 雑  収 入 18,000 18,654  △ 654 

短 期 借 入 金  収 入 80,000,000 80,000,000 0 

授業料 前受金 収 入 90,648,400 90,648,400 0 

入学金 前受金 収 入 14,400,000 14,400,000 0 

施設設備資金前受金収入 14,550,000 14,550,000 0 

海外研修料前受金収 入 6,000,000 6,000,000 0 

前期末未収入金  収 入 3,226,500 3,226,500 0 

長期貸付金回収  収 入 550,000 550,000 0 

預 り 金 受 入  収 入 14,900,000 14,928,942  △ 28,942 

立 替 金 回 収  収 入 190,000 191,676  △ 1,676 

仮 払 金 回 収  収 入 2,900,000 2,913,523  △ 13,523 

仮 受 金 受 入  収 入 13,950,000 13,953,891  △ 3,891 

修学旅行積立金 収 入 88,992,000 0 88,992,000 

預 け 金 収 入 0 88,992,373  △ 88,992,373 

附属事業立替金回収収入 28,750,000 28,750,000 0 

前期末 前受金  △ 105,800,000  △ 105,800,000 0 

前年度繰越支払資金 42,082,375 42,082,375 
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(単位 円)

支 出 の 部

科              目 予 算 額 決 算 額 差       異

教 員 人 件 費  支 出 41,520,000 41,647,437  △ 127,437 

職 員 人 件 費  支 出 39,290,000 39,336,900  △ 46,900 

消  耗  品  費  支 出 1,350,000 1,358,419  △ 8,419 

光  熱  水  費  支 出 5,005,000 5,005,855  △ 855 

旅 費 交 通 費  支 出 146 146 0 

奨    学    費  支 出 7,630,000 7,630,500  △ 500 

車 輌 燃 料 費  支 出 153,000 153,581  △ 581 

福 利 厚 生 費  支 出 813,000 813,370  △ 370 

通    信    費  支 出 1,456,000 1,456,443  △ 443 

印 刷 製 本 費  支 出 4,473,000 4,473,470  △ 470 

修    繕    費  支 出 930,000 931,439  △ 1,439 

損 害 保 険 料  支 出 480,000 487,948  △ 7,948 

行    事    費  支 出 2,300,000 2,306,552  △ 6,552 

諸    会    費  支 出 15,300 15,300 0 

報酬･委託･手数料支 出 4,765,000 4,765,975  △ 975 

海 外 研 修 費  支 出 14,000,000 14,061,640  △ 61,640 

機 器 賃 借 料  支 出 940,000 948,542  △ 8,542 

雑          費  支 出 260,000 263,670  △ 3,670 

消  耗  品  費  支 出 522,000 522,345  △ 345 

旅 費 交 通 費  支 出 1,080,000 1,078,615 1,385 

福 利 厚 生 費  支 出 180,000 180,850  △ 850 

通    信    費  支 出 830,000 838,288  △ 8,288 

出  版  物  費  支 出 15,600 15,600 0 

研    究    費  支 出 8,000 8,800  △ 800 

修    繕    費  支 出 320,000 316,661 3,339 

損 害 保 険 料  支 出 58,000 57,870 130 

公  租  公  課  支 出 10,000 10,811  △ 811 

広    報    費  支 出 21,300,000 21,361,554  △ 61,554 

諸    会    費  支 出 760,000 761,005  △ 1,005 

会    議    費  支 出 3,000 2,975 25 

交    際    費  支 出 73,000 73,150  △ 150 

報酬･委託･手数料支 出 2,700,000 2,713,638  △ 13,638 

補 助 活 動 仕 入支出 2,100,000 2,150,277  △ 50,277 

雑          費  支 出 240,000 245,723  △ 5,723 

借 入 金 利 息  支 出 190,000 196,456  △ 6,456 

借 入 金 返 済  支 出 82,220,000 82,220,000 0 

建          物  支 出 2,860,000 2,860,000 0 

前期末未払金支払支 出 5,920,000 5,891,300 28,700 

預 り 金 支 払  支 出 15,000,000 15,026,125  △ 26,125 

前 払 金 支 払  支 出 3,800,000 3,300,285 499,715 

立 替 金 支 払  支 出 190,000 191,676  △ 1,676 

仮 払 金 支 払  支 出 2,800,000 2,788,523 11,477 
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(単位 円)

科              目 予 算 額 決 算 額 差       異

仮 受 金 支 払  支 出 14,000,000 13,953,891 46,109 

預 け 金 支 出 89,600,000 89,600,000 0 

附属事業立替金支払支出 58,000,000 58,367,507  △ 367,507 

( 0)

〔予 備 費〕 3,000,000 3,000,000 

期 末 未 払 金  △ 5,543,000  △ 5,511,000  △ 32,000 

前期末 前払金  △ 1,300,000  △ 750,000  △ 550,000 

翌年度繰越支払資金 29,842,822 32,007,154  △ 2,164,332 
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人 件 費 支 出 内 訳 表
令和６年 ４月 １日から

令和７年 ３月３１日まで

(単位 円)

科 目

部 門 
学  校  法  人

専  門  学  校

成田航空ビジネス
総 額

本          俸 0 20,052,604 20,052,604 

その 他の 手当 0 1,243,949 1,243,949 

所 定 福 利 費 0 1,689,599 1,689,599 

兼  務  教  員 0 18,661,285 18,661,285 

本          俸 0 28,925,100 28,925,100 

期  末  手  当 0 783,800 783,800 

その 他の 手当 0 1,408,239 1,408,239 

所 定 福 利 費 0 6,356,761 6,356,761 

兼  務  職  員 0 1,863,000 1,863,000 
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事 業 活 動 収 支 計 算 書
令和６年 ４月 １日から

令和７年 ３月３１日まで

(単位 円)

科              目 予 算 額 決 算 額 差       異

教
育
活
動
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部

授    業    料 91,710,000 91,710,000 0 

入    学    金 8,200,000 8,200,000 0 

補  習  料 592,260 592,260 0 

施設 設備 資金 14,850,000 14,850,000 0 

教    材    料 4,500,000 4,446,672 53,328 

海 外 研 修 料 13,200,000 13,151,048 48,952 

入 学 検 定 料 1,400,000 1,420,000  △ 20,000 

証 明 手 数 料 68,000 68,604  △ 604 

その他の手数料 111,000 111,648  △ 648 

県  補  助  金 1,891,333 1,891,333 0 

補助 活動 収入 7,488,000 7,488,254  △ 254 

施設設備利用料 4,140,000 4,149,126  △ 9,126 

行    事    費 収 入 2,640,000 2,639,500 500 

そ の 他 の 雑  収 入 18,000 18,654  △ 654 

事
業
活
動
支
出
の
部

科              目 予 算 額 決 算 額 差       異

教 員 人 件 費 41,520,000 41,647,437  △ 127,437 

職 員 人 件 費 39,290,000 39,336,900  △ 46,900 

消  耗  品  費 1,350,000 1,358,419  △ 8,419 

光  熱  水  費 5,005,000 5,005,855  △ 855 

旅 費 交 通 費 146 146 0 

奨    学    費 7,630,000 7,630,500  △ 500 

車 輌 燃 料 費 153,000 153,581  △ 581 

福 利 厚 生 費 813,000 813,370  △ 370 

通    信    費 1,456,000 1,456,443  △ 443 

印 刷 製 本 費 4,473,000 4,535,686  △ 62,686 

修    繕    費 930,000 931,439  △ 1,439 

損 害 保 険 料 480,000 487,948  △ 7,948 

行    事    費 2,300,000 2,306,552  △ 6,552 

諸    会    費 15,300 15,300 0 

報酬･委託･手数料 4,765,000 4,765,975  △ 975 

海 外 研 修 費 14,000,000 14,061,640  △ 61,640 

機 器 賃 借 料 940,000 948,542  △ 8,542 

減 価 償 却 額 17,500,000 17,676,748  △ 176,748 

雑          費 260,000 263,670  △ 3,670 

消  耗  品  費 522,000 522,345  △ 345 

旅 費 交 通 費 1,080,000 1,078,615 1,385 

福 利 厚 生 費 180,000 180,850  △ 850 

通    信    費 830,000 838,288  △ 8,288 

出  版  物  費 15,600 15,600 0 

研    究    費 8,000 8,800  △ 800 

修    繕    費 320,000 316,661 3,339 

損 害 保 険 料 58,000 57,870 130 

公  租  公  課 10,000 10,811  △ 811 

広    報    費 21,300,000 21,361,554  △ 61,554 

諸    会    費 760,000 761,005  △ 1,005 

会    議    費 3,000 2,975 25 

交    際    費 73,000 73,150  △ 150 

報酬･委託･手数料 2,700,000 2,713,638  △ 13,638 

補助活動収入原価 0 2,150,277  △ 2,150,277 

減 価 償 却 額 300,000 292,752 7,248 
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(単位 円)

科              目 予 算 額 決 算 額 差       異

雑          費 240,000 245,723  △ 5,723 

教
育
活
動
外
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部

科              目 予 算 額 決 算 額 差       異

その他の受取利息・配当金 12,000 12,487  △ 487 

収益 事業 収入 10,000,000 10,000,000 0 

事
業
活
動
支
出
の
部

科              目 予 算 額 決 算 額 差       異

借 入 金 利 息 190,000 196,456  △ 6,456 

特
別
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部

科              目 予 算 額 決 算 額 差       異

事
業
活
動
支
出
の
部

科              目 予 算 額 決 算 額 差       異

（参考）

6



貸 借 対 照 表

令和７年 ３月３１日

(単位 円)

資 産 の 部

科              目 本 年 度 末 前 年 度 末 増       減

土          地 201,553,168 201,553,168 0 

建          物 307,962,611 320,590,691  △ 12,628,080 

構    築    物 1,271,298 1,624,626  △ 353,328 

教育研究用機器備品 11,607,370 13,442,710  △ 1,835,340 

管理用機器備品 2,781,198 3,073,950  △ 292,752 

図          書 1,435,797 1,435,797 0 

電 話 加 入 権 875,784 875,784 0 

収益事業元入金 1,184,780 1,184,780 0 

長 期 貸 付 金 450,000 1,000,000  △ 550,000 

現  金  預  金 32,007,154 42,082,375  △ 10,075,221 

未  収  入  金 320,000 3,546,500  △ 3,226,500 

貯    蔵    品 231,730 231,730 0 

販  売  用  品 20,296 82,512  △ 62,216 

前    払    金 3,300,285 750,000 2,550,285 

仮    払    金 0 125,000  △ 125,000 

預    け    金 1,117,362 509,735 607,627 

附属事業立替金 188,844,834 159,227,327 29,617,507 

負 債 の 部

科              目 本 年 度 末 前 年 度 末 増       減

長 期 借 入 金 31,080,000 33,300,000  △ 2,220,000 

長 期 預 り 金 752,000 752,000 0 

短 期 借 入 金 2,220,000 2,220,000 0 

未    払    金 5,511,000 5,891,300  △ 380,300 

前    受    金 125,598,400 105,800,000 19,798,400 

預    り    金 276,147 373,330  △ 97,183 

純 資 産 の 部

科              目 本 年 度 末 前 年 度 末 増       減

第１号 基本金 708,473,997 703,393,997 5,080,000 

第４号 基本金 14,000,000 14,000,000 0 

翌年度繰越収支差額  △ 132,947,877  △ 114,393,942  △ 18,553,935 
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注記 1.重要な会計方針

  １. 重要な会計方針

（1）引当金の計上基準

徴収不能引当金

・・・未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込み額を計上している。

2.重要な会計方針の変更等。

なし。

3.減価償却額の累計額の合計額 214,286,771円

4.徴収不能引当金の合計額 0円

5.担保に供されている資産の種類及び額

担保に供されている資産の種類及び額は、次のとおりである。

土 地 １０２，８６０，１６８円

建 物 １８４，２４２，９６１円

6.翌年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額: 33,300,000円

7.当該会計年度の末日において第４号基本金に相当する資産を有していない場合のその旨と対策

第４号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

8.その他の財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

（1） 主な外貨建資産・負債

---------------------------------------------------------------------------------------

科 目 外貨建 貸借対照表計上額 年度末日の為替相場 換算差額

による円換算額

         ----------------------------------------------------------------------------------------

流動資産 豪ドル

（普通預金） 5,092.34 412,387円 478,527円 66,140円

         ----------------------------------------------------------------------------------------

      （2） 所有権移転外ファイナンス・リ－ス取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リ－スは、

次のとおりである。

リ－ス資産の種類 リ－ス料総額 未経過リ－ス料期末残高

教育研究用機器備品 703,890円   0円

車 輛  766,458円  102,194円
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固 定 資 産 明 細 表
令和６年 ４月 １日から

令和７年 ３月３１日まで (単位 円)

科 目 期 首 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末 残 高 減価償却額の累計額 差 引 期 末 残 高 摘          要

土          地 201,553,168 0 0 201,553,168 201,553,168

建          物 502,325,042 2,860,000 0 505,185,042 197,222,431 307,962,611
増加は、照明設備

構    築    物 6,933,544 0 0 6,933,544 5,662,246 1,271,298

教育研究用機器備品 20,937,048 0 0 20,937,048 9,329,678 11,607,370

管理用機器備品 4,391,334 0 0 4,391,334 1,610,136 2,781,198

図          書 1,435,797 0 0 1,435,797 － 1,435,797

計 737,575,933 2,860,000 0 740,435,933 213,824,491 526,611,442

計 0 0 0 0 － 0

電 話 加 入 権 875,784 0 0 875,784 － 875,784

施 設 利 用 権 462,280 0 0 462,280 462,280 0

収益事業元入金 1,184,780 0 0 1,184,780 － 1,184,780

長 期 貸 付 金 1,000,000 0 550,000 450,000 － 450,000

計 3,522,844 0 550,000 2,972,844 462,280 2,510,564

合 計 741,098,777 2,860,000 550,000 743,408,777 214,286,771 529,122,006

有

形

固

定

資

産

特

定

資

産

そ

の

他

の

固

定

資

産
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借 入 金 明 細 表
令和６年 ４月 １日から

令和７年 ３月３１日まで (単位 円)

借 入 先 期 首 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末 残 高 利    率 返 済 期 限 摘          要

日本私立学校振興･共済事業団 29,400,000 0 27,440,000
※ 1,960,000

0 年0.390% 令和21/09/15
実習用建物建設資金
担保 公津の杜土地・建物

日本私立学校振興･共済事業団 3,900,000 0 3,640,000
※ 260,000

0 年0.490% 令和21/09/15
校舎4階内装工事資金
担保 公津の杜土地･建物

小 計 33,300,000 0 31,080,000
※ 2,220,000

0

小 計 0 0 00

小 計 0 0 00

計 33,300,000 0 31,080,000
※ 2,220,000

0

小 計 0 0 0 0

千葉銀行 0 20,000,000 20,000,000 0 年1.021% 令和06/08/29

千葉銀行 0 20,000,000 20,000,000 0 年1.136% 令和06/09/29

千葉銀行 0 20,000,000 20,000,000 0 年1.151% 令和06/10/30

千葉銀行 0 20,000,000 20,000,000 0 年1.140% 令和06/11/04

小 計 0 80,000,000 80,000,000 0

小 計 0 0 0 0

返済期限が１年以内の長期借入金 2,220,000 ※ 2,220,000 2,220,000 2,220,000

計 2,220,000 82,220,000 2,220,000
※ 2,220,000

80,000,000

合 計 35,520,000 33,300,000
※ 2,220,000

82,220,000
※ 2,220,000

80,000,000

公

的

金

融

機

関

市

中

金

融

機

関

そ

の

他

公

的

金

融

機

関

市

中

金

融

機

関

そ

の

他

長

期

借

入

金

短

期

借

入

金

注：※印は、返済期限が１年以内の長期借入金の振替えによる増減（外書）である。
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基 本 金 明 細 表
令和６年 ４月 １日から

令和７年 ３月３１日まで

(単位 円)

事 項 要 組 入 高 組 入 高 未 組 入 高 摘 要

第 １ 号 基 本 金

前期繰越高 738,913,997 703,393,997 35,520,000

当期組入高

    1.建          物

取得等による増加 2,860,000

当期増加額 2,860,000

小   計 2,860,000 2,860,000 0

過年度未組入高の当期組入高 2,220,000 △ 2,220,000

計 2,860,000 5,080,000 △ 2,220,000

当期末残高 741,773,997 708,473,997 33,300,000

第 ４ 号 基 本 金

前期繰越高 14,000,000 14,000,000 0

当期末残高 14,000,000 14,000,000 0

合             計

前期繰越高 717,393,997 35,520,000

当期組入高 5,080,000

当期末残高 722,473,997 33,300,000
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２０２４年度学校法人翔陽学園事業報告(案) 

                                                  2025 年 5 月 29 日 

１． 学校法人の概要 

(1) 設置する学科の定員・現員(2024 年 6 月 1 日現在) 

ｴｱﾗｲﾝ･ﾋﾞｼﾞﾈｽ科(２年制) 定員２００名、現員１１３名 (昨年対比＋14、1 年 71 名、2 年 42 名) 

(2) 組織                     別表 

(3)  教職員       専任教職員２０名、非常勤教職員３７名     合計５７名 

 

２． ２０２４年度事業計画及び報告 

 ２０２４度事業計画 ２０２４年度事業報告 

 

学校法人 

新規事業へ着実に取り組むととも

に、各ﾁｬﾈﾙの学生募集を強化しつ

つ、就職先企業との連携を強化する

ことで、体制強化及び教育品質の向

上を図り、選ばれる専門学校・ＥＨ・

FL 教習ｾﾝﾀｰを目指す。 

収益事業としてのｲﾝｸﾞﾘｯｼｭﾊｳｽ、FL 講習は概ね予算並みに

推移した。日本語講習は開始時点より受講者が倍増近くに

達している。 

留学生を対象とする GH 研究ｺｰｽの開設に向けて準備を進め

る。 

 

広報・ 

学生募集 

 

全校を挙げて全力で学生募集に取

り組む。 

例年になく多くの辞退者(５名)があったが、最終的に７０名の

新入生を迎えることができた。 

「指定校推薦選考」の内容を一部見

直し、高校へのｱﾌﾟﾛｰﾁを強化する

ことで安定した入学生確保を図る。 

出願期間の延長、回数を増やすなどの改善をした結果、

昨対比 2 倍の出願につながった。（3 名→6 名） 

高校生の来校促進のため、ｵｰﾌﾟﾝｷ

ｬﾝﾊﾟｽの内容の見直し・改善を行う。

体験型のｲﾍﾞﾝﾄを増やし、通常の説明会を学年別に実施

するなどにより来校者数が増加。入学者増につながった。

新 LP（Landing Page）を活用し、認知

拡大と来校促進を図る。 

新 LP を HP の TOP に貼りイメージアップを図るとともに、

来校促進につながる情報を提供した。 

 

教務 

新ｶﾘｷｭﾗﾑ、グランドハンドリングプ

ラスの導入と 2 年次新設科目（2025

年度実施）の開講準備を進める。 

GH(+)について、履修者の条件付き英検ｸﾗｽ履修免除と 2 ｺｰ

ｽ選択者のｸﾗｽとの住み分けについては概ね対応した 

新設「社会人生活の基本Ⅰ」については、週 2 回の授業を曜

日別に 2 名で担当し、授業内容の振り分けを決定した。後期

の「社会人生活の基本Ⅱ」の詳細は前期中に決定する。 

Info Clipper の WEB「成績確認」、

「修得単位状況確認」の運用を本格

的に開始する。 

infoClipper のｼｽﾃﾑ制約（現状）から、本格的な運用は見送

り、従来の成績通知表を GoogleDrive の個人別ﾌｫﾙﾀﾞに格

納し、infoClipper 掲示板で保護者にも通知している。 

就職先企業との連携を強化すること

で、当校学生の強みと弱みを把握

し、学生指導とｶﾘｷｭﾗﾑに反映する。

協力を依頼した企業全社から回答を頂いたので、報告内容を

精査し今後の学生指導及びｶﾘｷｭﾗﾑに反映させる。 

担任間の情報共有を強化し学生指

導の円滑化を図る。 

ﾃﾞｰﾀ共有については、保存場所の共有、新しいﾃﾞｰﾀｱｯﾌﾟ

時期の周知など、まだ改善の余地が認められる。 

授業の質の向上を図るべく、授業ｱﾝ

ｹｰﾄの活用と授業ﾓﾆﾀｰ及びﾌｨｰﾄﾞﾊﾞ

ｯｸの実施数を増やす。 

1 年生の非常勤講師が担当する授業は全て実施し FB も

完了したが、2 年生の授業が未実施に終わった。来年度

は前期に実施する。 

 

就職指導 

 

 

就職活動の開始時期が更に早まり

募集が集中するため、状況に応じて

ｽﾋﾟｰﾄﾞ感を持って対応するとともに、

1 年次の年間ｽｹｼﾞｭｰﾙと就職関連

授業のｼﾗﾊﾞｽの見直しを教務と連携

して行う。 

依然として航空系の採用意欲が強く、3 月末時点で昨年

同様の 75%が内定し、就職活動日程の集中度は高かった

が、前年の経験を活かし対応できた。年間ｽｹｼﾞｭｰﾙにつ

いては、海外研修を１週間早めることで、企業説明会も全

体的に早めて実施できた。ｼﾗﾊﾞｽについては、教務及び

担当と定期的にすり合わせて、進捗に注視している。 

個人の能力・適性に応じた面談、進

路相談等の支援を行い、自発的に

面談や進路相談を必要に応じて実施し、学生の考えを尊

重したｱﾄﾞﾊﾞｲｽを常に意識し対応した。一方で従来２割い

資料 理 87－第１号議案 

資料 評 56－第１号議案 
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就職活動を行うよう指導する。 た AC 志望が 0 でその人数分 GS の増加となっており、就

職環境の影響を大きく受ける進路指導の難しさを感じさせ

る結果となった。 

秋から早期就業となる学生の増加

に伴い、2 年次前期までに英語能力

向上、事前学習等の明確な目標を

自ら設定、実行し就業に備えるよう

促す。 

早期就業者の割合が過去最高となった一方で、GS 内定

者の割合も最高となり、早期就業中に英語能力不足や学

習に追いつけない学生が多く見られた。企業訪問で学生

の様子や不足している部分を伺い、担当講師や内定者に

FB した。 

早期就業の学生については企業と

密に連携をとり情報共有を図るとと

もに、各学生からの相談等や「就業

体験月間報告書」の内容に素早く対

応し、躓きを防ぐ。 

報告書の内容に基づき学生からの直接ﾋｱﾘﾝｸﾞを実施し、

早期の対応に努めたが、結果として GS の３名が４月入社

を前に躓く結果となった。ﾈｶﾞﾃｨﾌﾞな情報は本人や特に企

業からは報告されにくい傾向があり、今後も早期就業報

告書を確認し、気になるｺﾒﾝﾄは本人に連絡し、対応する。

 

収益事業 

（ｲﾝｸﾞﾘｯｼｭ 

ﾊｳｽ） 

 

 

 

｢地域で人気の英語学校｣を目指し、

教育内容の充実と会員の CS 向上

を図り会員数の拡大を目指す。 

中国語、韓国語など他言語ｸﾗｽの拡大に努めるとともに、既

存の会員減少を抑えるべく、教職員全員が緊張感を持ち、ﾚ

ｯｽﾝや保護者対応に臨んだ。 

HP を積極的に活用し、更新頻度を上

げ注目度ｱｯﾌﾟをはかる。 
HP のﾄｯﾌﾟﾍﾟｰｼﾞで最新情報やｸﾗｽのｽｹｼﾞｭｰﾙをﾀｲﾑﾘｰに

更新。(月.1・2 回) HP からの問い合わせも増加した。 

ﾈｲﾃｨﾌﾞ講師のｱｲﾃﾞｨｱや意見を取り

入れ、効果的な宣伝や集客方法、ﾚ

ｯｽﾝ内容の質の向上を目指す。 

ﾈｲﾃｨﾌﾞ講師が、季節や各々の国の特徴的なｲﾍﾞﾝﾄについて

の紹介をﾌﾞﾛｸﾞに取り入れ毎週月曜日更新するとともに、ﾌﾟﾗ

ｲﾍﾞｰﾄﾚｯｽﾝには全員で積極的に対応した。 

小学高学年対象の国語・算数ｸﾗｽ

(ｾｶﾝﾄﾞｸﾗｽ)の定着と充実を図る。 

好評だった小学３年生～中学生を対象の夏期講座で、英

検・国語・算数・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ・ｲﾝｸﾞﾘｯｼｭｷｬﾝﾌﾟを実施し、93 名

の参加があった。 

2024 年度開講の日本語教育コース

の円滑な開講と運営に努める。 

3 月の年度末には 38 ｸﾗｽ、252 名の受講者となった。 

(直近 6 月時点で 38 ｸﾗｽ、272 名) 

顧客の様々なﾆｰｽﾞに応え、ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰ

ﾄﾚｯｽﾝおよび高品質のｵﾝﾗｲﾝ授業

を柔軟に行う。 

ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄﾚｯｽﾝや補講の希望に臨機応変に対応した。国際

文化会館からの依頼のﾚｯｽﾝも開講できた。 

 

収益事業 

（FL教習ｾﾝﾀ

ｰ） 

 

 

 

空港業務への外国人技能実習生の

需要が増加している事から、外国人

の FL 運転従事者増を見据えた取り

組みを強化する。 

外国語による受講者は昨年比約 80%増と、収支に大きく貢献

した。受講後ｱﾝｹｰﾄでは、講習の分かり易さ、また実技の丁

寧な指導に対するｺﾒﾝﾄが多く、ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝが良好であった

事を示している。 

自助努力で効率化を進めることで経

費削減を図りながら受講環境・設備

等の充実を図る。 

教室ﾚｲｱｳﾄを受講者数に応じて工夫する等限られた資源

を最大限使用するとともに、こまめな消灯を励行するなど

経費節減意識を実行動に反映した。 

FL 教習の座学講習・技術講習の更

なる品質向上に努め、充実した環境

での講習を目指す。 

安全衛生教育講習受講者数が昨年比約４倍と大きく増加

した。また講習に向けた教育内容の確認は、指導ｽｷﾙ向

上につながった。 

 

 

事務局 

学内、学外の関係部署との連携を

強化し、学校事業全体のｻｰﾋﾞｽ向

上に貢献する。 

事務用品、什器等の価格を精査し、発注に際しては相見

積もりをかけるなど経費削減に努めた。 

学校と収益事業の経営安定と品質

向上を図り、経費効率を意識して不

要不急の支出を抑制する。 

奨学金や授業料等に関して情報共有を行い、関係部署と

の連携を強化してｻｰﾋﾞｽ向上へ務めた。 

新規事業である日本語教育を滞り

なく処理の遂行を進める。 

関係各社との連絡・請求書発行等問題無く安定運用でき

た。 

手元流動性をきめ細かくﾓﾆﾀｰし、

必要かつ十分な資金確保を図る。 

9 月から 11 月に、細かくﾓﾆﾀｰし資金不足にならないよう努め

た。 

以  上

 





         学校法⼈翔陽学園 役員（理事・監事）
  2025年5⽉30⽇

 

成⽥航空ﾋﾞｼﾞﾈｽ専⾨学校 

学校⻑

成⽥航空ﾋﾞｼﾞﾈｽ専⾨学校 

部⻑

成⽥航空ﾋﾞｼﾞﾈｽ専⾨学校   

副校⻑(兼）教務部⻑

鴻池運輸株式会社

空港本部副本部⻑

空港ﾀｰﾐﾅﾙｻｰﾋﾞｽ㈱

⼈材開発部 部⻑

⽇本空港ｻｰﾋﾞｽ㈱

営業管理部 課⻑

成⽥市⽴⽟造中学校元校⻑

鴻池エアーホールディング㈱

管理部 部⻑

⽇本空港ｻｰﾋﾞｽ㈱

取締役 総務本部⻑
監 事 森⽥ 充俊 2025/5/30

2029
定例理事会

理 事 品地 敏明 外部理事 2025/5/30
2029

定例理事会

監 事 花⽊ 博章   2025/5/30
2029

定例理事会

理 事 松永 弥⽣ 外部理事 2025/5/30
2029

定例理事会

理 事 橋本 花恵 外部理事 2025/5/30
2029

定例理事会

理 事 森⽥    誠⼀ 2025/5/30
2029

定例理事会

理 事 根本  修 外部理事 2025/5/30
2029

定例理事会

理 事 ⼭村  毅 学校⻑ 2015/3/31 校⻑在任中

理 事 髙⽯    恵⼀ 2025/5/30
2029

定例理事会

備  考 始 期 終 期役職名 ⽒  名 選任区分
任  期


